
横浜ゴムのリスクマネジメント

東日本大震災を受けて
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※BCM：Business Continuity Management（事業継続マネジメント）

7コーポレートガバナンスとコンプライアンスBCM※の実現
～緊急事態への備え～
横浜ゴムグループのリスクマネジメントについて、

その考え、体制、取り組みをご紹介いたします。

また、東日本大震災を受けて、何を見直し、何に注力し

ていくべきか、部門を超えて実施した担当者の議論と、

震災直後の当社の動きをご報告いたします。

横浜ゴムは「安全衛生」「地震・火災」「遵法」「環境事故」な

どのリスクに対して、全般的な方針、体制を検討する「リスク

マネジメント委員会」とそれぞれのリスクに具体的な対応を

する専門の委員会・会議体を設けています。

リスクマネジメント委員会は「平時の啓発・緊急時の具体

的な手順の整備」を主な役割とし、事態発生時の臨時会議の

開催、メディアへの対応、関係部門の影響や対応活動の把握、

経営陣への情報展開、従業員・労働組合・地域・取引先・官公

庁への連絡などの手順と体制の整備をしています。専門の委

員会・会議体は定期的な開催のほか事態発生時に臨時会議

を開き、対応に当たります。最近の臨時開催の例には2009年

新型インフルエンザ対策、2010年タイ非常事態宣言対応な

どが挙げられます。実際に対応した内容については後日改め

て点検し、改善していくことが重要だと考えています。

当社グループの生産事業所は、主に関東から東海にかけ

て立地しているため、東日本大震災では、工場の被害は軽微

で、復旧活動も比較的少なくて済みましたが、東北地方に立

地するタイヤ、ＭＢの販売網は大きな被害を受けました。

震災発生直後、まず必要になったのは、従業員の安否確

認、被害状況の把握、さらに東京本社従業員の帰宅問題でし

た。帰宅問題については、１１日夕方に開催した「緊急中央災

害対策本部会議」において、交通機関が復旧するまでの間は

本社社屋内で待機と決定し、従業員に通知しました。

当社の緊急事態対応は「中央災害対策本部」を中心に①従

業員の安全の確保、②被害状況の把握、③被災拠点への物的

支援と復旧作業、と進み、適宜状況を外部に公表。中央災害

対策本部の会議は、３月３１日までに計７回開催されました。

今回の震災を受けて、災害などの初動対応には、「事業所」

という物理的な場所ごとの適切な行動が求められ、そのた

めには正確かつ迅速に情報を把握すること、場所ごとに意思

決定体制を明確にしておくことが重要であり、被災拠点の復

旧には全社あげての支援が欠かせないことを強く認識しま

した。今後は、取引先（サプライチェーン）の被災状況の把握、

生産変動への共同対応体制づくり、本社や主力工場が大きな

被害を被ったときの体制づくりに取り組み、BCMの実現を図

りたいと考えています。

直後の緊急対応について

事業継続体制をどう保つのか

物流機能という強みを生かして

　

　議論はまず、3月11日の震災当日の動

きを振り返るところから始まりました。

　最初のテーマとなったのは、直後の

従業員の安否確認について。今回の震

災では、携帯電話のメールを利用した

安否確認システムは正常稼働したもの

の、一時は携帯メールもつながらない

という状況が発生しました。これを受

け、CSR本部の福井からは、「携帯メー

ルに頼らない、別の通信手段を考える

必要があると感じた」との指摘が。あ

わせて、「今回はたまたま金曜日の午

後という、多くの従業員が社内にいる

時間帯だったが、そうでない状況で発

生した場合にどう連絡を取るのかを

考えておくべき」との声も複数ありま

した。

　また、「普段からの避難訓練の経験

は突然の災害に際しても生かされて

いた」との意見が多数を占めた一方、

「今回の災害はあまりに規模が大きす

ぎて、どう行動すればいいのか分から

なかったというのが正直なところ」と

の声も。グローバル人事部の黒川は

「災害対策本部内でも、『帰宅途中に

何かあった場合に労災は適用される

のか』といった質問が飛び交い、判断

に困った。そうした対応も含めたマ

ニュアル化が必要」と述べました。

　被災した横浜ゴムMBジャパン（株）

東北カンパニーでは、一日分の水と非

常食の備蓄をしており、従業員の帰宅

時にそれを入れた非常袋を配布しま

した。この内容についても、仙台から

参加した東北カンパニーの斎藤より、

「今回のように長い間ライフラインが

寸断されるケースもある。水や食糧は

１週間くらい持ちこたえられる量の

備蓄が必要かもしれないと感じた」と

の指摘がありました。

　続いて、そうした緊急対応の後に求

められる、事業継続体制の確立につ

いての議論へ。総務部の長田は、今回

の状況を振り返り、「取引先の工場や

販売店、調達先の企業などの状況に

ついての情報は翌日に集約を開始で

き、それに基づ

いて、必要な部

品を海外から輸

入する体制を整

えたり、生産体

制を一時的に変

更したりといっ

た対応ができ

た。ただ、それら

の対応が本当に

適切だったかどうかの判断は、まだも

う少し先になると思う」と発言。これ

を受け、「普段から部品や生産手段の

選択肢を考えておく必要がある」との

指摘もありました。

　また、福井は「事業を継続させるた

めに、トップダウンの指示で一定の統

制を持って動けたと思う」と評価。一方

で「それは、首都圏の被害がそれほど

大きくなかったことで冷静に動けたか

らでもある。今後、仮に首都圏直下型

の地震が来た場合にこれで十分なの

かということを、もう一度点検しなくて

はならない」との分析を述べました。

　本社機能の移転に関しても、さまざ

まな意見が出されました。企画部の鶴

野は、「経理、人事、情報システムなど

の決済にかかわる機能はお客さま、

従業員との関係や当社グループ全体

の重要なデータの管理運営などから

停滞させることができない。これらを

ほかの場所へ緊急に移動させなく

てはならないこともあり得るので、

スペースや人員などかなり具体的に

考えておく必要がある、と認識した。

社内への通知や準備作業までは行っ

ていないが、福岡、札幌に50名ずつ、

のイメージで検討した」と話しました。

東日本大震災が発生してから約1ヵ月半経過した2011年4月28日、
横浜ゴム本社にて、震災直後の対応状況を共有した上で、「当社の震
災に対する備えや体制は十分だったのか」「今後見直すべき点は何
か」について、各関係者が会し、議論を行いました。

参加メンバー

取締役常務執行役員グローバル人事部担当兼CSR本部長（当時） 福井 隆
CSR・環境推進室長 金澤 厚／グローバル人事部長 黒川 泰弘
総務部長 長田 実／企画部長 鶴野 孝一
横浜ゴムMB ジャパン株式会社 東北カンパニー社長 斎藤 良治

　ただし、実際に大規模な機能移転

を実施するに当たっては、「どこに移

転するのか」「最低限どのくらいの人

員確保が必要なのか」といった検討が

十分ではないのでは、との指摘も。「中

央防災会議で議論はされているもの

の、それがBCPという形できっちりと

総括されるに至っていない」という声

もありました。

　また、東京電力の計画停電実施地域

となった平塚製造所から参加した

CSR・環境推進室の金澤は、停電時に

備え、自宅のパソコンから会社のサー

バーに接続できるようにするなど、在

宅勤務が可能な態勢を整備する必要性

を強調。さらに平塚製造所のコージェ

ネレーションシステムは停電時に所内

の電力をまかなう構造になっておらず、

計画停電に際し停止せざるを得なかっ

たため、改造の余地があると指摘しま

した。同時に、そうした各拠点で明らか

になった問題点を、全国で共有していく

必要性を指摘する声も聞かれました。

　今後の被災地への支援という観点

からは、まず黒川が採用方針につい

て報告。「工場での採用の際にはなる

べく被災地からの方を、と考えている

ほか、新卒採用についても、被災地か

らの応募者については期間的な優遇

措置を検討している」と述べました。

また、東北カンパニーの斎藤からは

「被災地域には、当社のお客さまであ

る工場なども多い。そこへ向けて、とに

かく必要な製品を、必要なタイミング

で納品できる体制を保つことが重要」

との意見が。「その意味で震災直後、東

北カンパニー仙台本社に代わって、郡

山支店や八戸支店が通信・物流面を

担えたことは大きかった」との体験談

も語りました。

　震災直後には、仙台など被災した拠

点に向けて、支援物資を輸送するなど

の取り組みも行われました。それを振

り返り、「我々の持っている物流機能

が、非常に有効に機能するということ

を改めて認識した。それを生かした支

援こそ、まさに本業に基づいたCSRで

はないか」との意見も。まだまだ厳し

い状況の続く中、企業としてのリソー

スを生かし、今後どのような支援を

行っていくのかが、課題であるとの認

識が共有されました。

私たちが今後行うべきことは何か
東 日 本 大 震 災 を 受 け て
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東日本大震災発生からの動き ※本社を中心とした動きの一部

東日本全域に三陸沖を震源としたM9.0の地震発生。本社数箇所の窓ガラスにひび割れが入り、壁にもひびが入る。

館内の従業員は、ほぼ全員が事前に配布されていたヘルメットを着用。

安否確認システムは作動したが、携帯メールが断続的に不通となり集計困難。

緊急災害対策本部が召集され、館内での火災発生および人員に被害のないことが確認される。

従業員へは館内待機を指示。

取締役常務執行役員の福井を対策本部長代行として中央災害対策本部を設置。

メンバーを集め、情報収集と対応について活動開始。

横浜ゴム各事業所での人的被害がないことを把握。

交通機関の混乱を考慮して館内待機の方針を決め、本社内に指示。

地下鉄が運行再開したため希望者に対し、氏名を確認し、複数で帰宅するよう指示。

館内待機者には、水と非常食を全員に配布。

ＪＲが運行再開。館内待機を解除。朝食の炊き出しを行う。

社長（当時）の南雲を対策本部長とし、タイヤ管掌、ＭＢ管掌および生産・販売・技術・原料調達・物流・情報システム・人

事・広報・総務を担当する各役員と補佐する部門長が招集され、総務部長を事務局として、第１回中央災害対策本部会議

開催。

従業員、工場の被害状況などが報告される。

タイヤ販売会社（Ｙ ＴＪ）が仙台へ向け水と食糧などの支援物資を搬送。

三島・新城のタイヤ工場で減産。原材料減の影響で全工場残業なしの定時勤務。

Ｙ ＴＪの支援物資が無事届けられたことを確認。

第6回中央災害対策本部会議にて、当社グループで唯一行方不明となっていた仙台港営業所の１名の方の死亡が確認

された。

Ｙ ＴＪの復興支援として、トラックなどを手配。ＭＢ販売会社も救援物資をＹＴＪとの協同を含めて７回送付。

２０１１.３.１１（金）
14:46

15  :  1  0

15:30

17:00

21:00

３.１２（土）
7:00

13:20

３.１5（火）
15:00

３.１7（木）
15:00

３.31（木）
15:00

座談
会

第三者意見
CSRレポート2009からご意見をちょうだいしているIIHOE「人と組織と地球のための国際研究所」

代表川北秀人氏から第三者意見をいただきました。

　当意見は、本レポートおよび関連ウェブサイト（http://www.yrc.

co.jp/csr/）の記載内容、および同社の原料調達、人事、総務、広

報、CSRの各担当者へのヒアリングに基づいて執筆しています。

同社のCSRへの取り組みは、環境負荷の削減を中心に、着実に

PDCA（マネジメント・サイクル）を進めていると言えます。

高く評価すべき点

•「YOKOHAMA千年の杜」プロジェクト（http://www.yrc.co.jp/

csr/feature/feature_6-2.html）について、開始からわずか4年

間で、生物多様性の維持・改善に配慮した植樹を国内外で18万

本以上行うとともに、その苗木の栽培も自社内で行い、10年度

は7割を社内で供給するとともに、国内では自治体や他社にも4

万本以上提供していること。森林生態系や緑地の維持・改善のた

めの社会貢献プログラムとして、世界最高の水準にあると高く

評価するとともに、今後は、同様の取り組みを進める他社の事例

も網羅的に紹介する「千年の杜の仲間たち」ポータルサイトの立

ち上げに期待します。

•生物多様性保全（http://www.yrc.co.jp/csr/report2011/

environment/biodiversity.html）について、国内外計30拠点で

事業所周辺予備調査を行ったこと。今後は、調査結果を従業員や

取引先、地域住民などにも広く紹介し、生態系の豊かさの意味を

共有しながら、保全の取り組みが進むことを期待します。

•本報告書の基本構成について、ISO26000の7つの主要課題

に基づき、自社の重要事項として取り組みを紹介していること。

今後は、国内外のグループ会社の取り組みもより詳細に紹介す

るとともに、事業上の重要地域において、NPOなどとの継続的な

対話の機会を設けることで、ISO26000が求めるステークホル

ダー・エンゲージメントが促されることを期待します。

取り組みの進捗を評価しつつ、さらなる努力を求めたい点

•CSR推進体制（http://www.yrc.co.jp/csr/outline/group.html）

について、17年までの中期目標を定め、課題解決型の取り組み

が動き出したことを評価しつつ、今後は国内外の現場からのボ

トムアップによる具体的な目標・指標や施策の明示が促される

ことを期待します。

•環境負荷の削減（http://www.yrc.co.jp/csr/report2011/

environment/）について、世界共通ブランドとして低燃費タイヤ

「BluEarth」を発売や、再生粉末ゴムの使用率が増加するなど、製

品による環境負荷削減が進んだことを評価しつつ、廃棄物発生量

と温室効果ガス排出量について、生産の回復を理由に前年比で

大幅に増加したことを憂慮します。今後は、「生産量の変動に適応

しうるエネルギー使用の非固定化」（エネルギーのジャストイン

タイム）化など、課題と手法の可視化を徹底的に進め、部門間や

海外拠点でも体制の共有が進むことを、引き続き強く期待します。

•調達先におけるCSR（http://www.yrc.co.jp/csr/report2011/

partner/）について、取引額ベースで9割以上のサプライヤーの

環境や人権などへの取り組みや課題をサプライヤー自らが可視

化する自己診断シートの導入や、タイ・ソンクラ大学との低品質

天然ゴム利用に関する共同研究などを評価しつつ、今後はサプ

ライヤーによる取り組みの改善を促すために、事例の共有・表

彰、課題解決に向けて交流する体制を整えることを、引き続き強

く期待します。

•働き続けやすさの向上（http://www.yrc.co.jp/csr/report

2011/employee/employee4.html）について、育児・介護のた

めの休業・短時間勤務制度の利用者が横浜ゴム（株）従業員の

0.53％にとどまっており、介護休業取得経験者による事例紹介

など、「休みながら働き続けられる」環境の確立に強く期待しま

す。また、メンタル面でのケアについても、産業医を拡充したこと

を評価しつつ、特に再発予防について、重点的な対策が進むこと

を期待します。

•グローバル企業としての中期的な人的ポートフォリオの拡充

について、グループ企業のマネジメント層職位の統一的な評価に

着手したことを評価しつつ、今後も海外拠点や本社の次世代の

経営層育成が加速されることを強く期待します。

一層の努力を求めたい点

•障碍を持つ従業員の雇用（http://www.yrc.co.jp/csr/report

2011/employee/employee5.html）について、10年度末に単

月では法定雇用率を上回ったものの、通年では下回る状況が続

いており、グループ総体で早期かつ継続的に満たすために、他社

の研究や職種の開発をさらに積極的に行うこと。

I IHOE
「人と組織と地球のための国際研究所」
代表者

IIHOE： 「地球上のすべての生命にとって、
民主的で調和的な発展のために」
を目的に1994年に設立された
NPO。主な活動は市民団体・社会
事業家のマネジメント支援だが、大手
企業のCSR支援も多く手がける。

http://blog.canpan.info/iihoe/（日本語のみ）

第三者意見をいただいて

取締役常務執行役員
CSR 本部長
川上 欽也

　横浜ゴムは、2008年から『社会からゆるぎない信
頼を得ている地球貢献企業になる』を経営ビジョンと
して表明しています。
　IIHOE代表（人と組織の地球のための国際研究所）
川北秀人氏には2010年度は「ISO26000の７つの
主要課題のヒアリング・フォロー会」や「東日本大震災
復興支援に企業としてどう社会に貢献するか」など多
方面にわたりご指導いただきました。

　生物多様性保全については、生態系の豊かさの意
味をステークホルダーと共有し、引き続き進めていき
ます。昨年に続き、ご指摘を受けた課題については真
摯に受け止めてまいります。
　特に「障碍を持つ従業員の雇用促進」については重
要なCSR課題と認識し早期かつ継続的に取り組んで
まいります。

横浜ゴムが取り組む７つの重点課題特 集
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